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「平成 23年版厚生労働 白書」 を公表

<社会保障の検証と展望>
～国民皆保険・皆年金制度実現から半世紀～

厚生労働省は本日、「`「成22年度厚生労働行政年次報告」(「平成23年版厚生労lrll白 書」)を閣議
で報告しましたので、公表 します。

「厚生労働白書」は、厚生労働行政の現状や今後の見通 しなどを、広く国民に伝えることを日的
に毎年取りまとめてお り、 F`成 23年版は昭和 31(1956)年の 「厚生白書」発刊から 54‖ l日 となり
ます。

毎年テーマを決めて執筆する第 1部では、「ネ1:会保障の検証と展望～国民皆保険・皆年金制度実

現から半世紀～」と銘打ち、社会保障制度がこれまで果たしてきた役害1を 、その背景となる社会経
済事情とと()に検証 し、制度の今後のあるべき姿について展事しましたc

また、第 2部 「現下の政策課題への対応」では、平成 23(2011)年 3月 11日 に発生 した東 日本大

震災に対する厚生労働省の対応状況を特集として冒頭に取 り上げたほか、子育て、雇用、年金、医

療、介護など、各厚生労働行政分野における最近の施策の動きをまとめています。

【第 1部のあらまし】

〇 国民皆保険・皆年金を達成する昭和 36(1961)年 前後から現在に至るまでの、人口、雇用

をめぐる情勢、経済状況などの時代背景について分析。同時に、第 2次世界大戦前後から社

会保障制度が どのよ うに発展 し、見直されてきたかを振 り返 り、その成果を 「社会保障を取

り巻 く環境の変化への対応」「保険料や公費の負担」などの 4つの視点か ら検証 した。

○ 今後の社会保障制度のあるべき姿として、以下に掲げる事項が必要 と分析 したc

・子育て支援など、現役世代を中心とする新たな社会保障ニーズヘの対応。
・高齢化や貧困、自殺など、複雑化・複合化する問題に対応 した個別的・包括的な支援 と、全て

の人の社会参加を日指す 「参加型社会保障」の考え方が今後の支援の基本。
・給付の重,点化、制度運営の効率化 と安定的財源の確保。
・機能強化を確実に実施 し、持続口∫能性を確保するための、制度全般にわたる改革の実行。

○ 社会保障改革の実現のためには、立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理解 と協力が必

要。本書が国民的な議論の基礎資料として活用されることを期待 している。

概要は、別添のとおりです。

なお、「平成 23年版厚生労働白書」は、厚生労働省ホームページの 「統計情報 。白書」のページ
からダウンロー ドできるほか、全国の政府刊行物サービス・センターなどで購人できますc
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 図表1-1-1 実質GDP成長率、物価上昇率、現金給与総額の増減率（本文P8）

○実質GDP成長率は高度経済成長期には6～10％超、オイルショックで急激に物価が上昇。
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資料： 内閣府「国民経済計算」、総務省統計局「消費者物価指数」、厚生労働省大臣官房統計情報部「毎月勤労統計調
査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成

（注）  現金給与総額増減率について、1970年までは製造業かつ事業所規模30人以上、1971年以降は全産業の平均
かつ事業所規模30人以上。

 図表1-1-2 完全失業率と有効求人倍率の推移（本文P9）

○完全失業率は1％前後で1970年代まで推移、近年急激に上昇。
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資料： 総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」
（注） 有効求人倍率は、新規学卒者を除きパートタイムを含む。また年平均の数値である。
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 図表1-1-3 産業別就業者数の変化（本文P9）

○国民皆保険・皆年金が実現した1961年には第1次産業に就業者数の約3分の1が従事。
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資料： 総務省統計局「労働力調査」
（注） 日本標準産業分類の改訂により、2009年以前では産業の表章が異なっており、接合は行えない。

 図表1-1-6 雇用形態別雇用者の変化（本文P12）

○女性の半数以上が非正規雇用であり、近年は男性も非正規雇用の割合が増加。
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資料： 総務省統計局「就業構造基本調査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成

 図表1-1-7 専業主婦世帯と共働き世帯の推移（本文P13）

○いわゆる専業主婦世帯が多かったが、1990年代に共働き世帯が逆転。
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資料： 1980年から2001年は総務省統計局「労働力調査特別調査」、2002年以降は総務省統計局「労働力調査（詳
細集計）（年平均）」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成

（注） 1． 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完
全失業者）の世帯。

2． 「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
3． 「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月などが相違することから、
時系列比較には注意を要する。
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 図表1-2-2 家族類型別一般世帯数と平均世帯人員の推移（本文P16）

○単身世帯が増加する一方で、「夫婦と子」、三世代同居等の「その他」の世帯は減少。
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資料： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2008年3月推計）」
（注） 集計の出発点となる基準人口は、総務省統計局「国勢調査」（2005年）に調整を加えて得たものである。

 図表1-2-3 単身世帯（高齢者単身世帯）、三世代同居の推移（本文P17）

○単身世帯は今後も増加が予測。そのうち、高齢者の単身世帯も増加。
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資料： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2008年3月推計）」
（注） 1． 集計の出発点となる基準人口は、総務省統計局「国勢調査」（2005年）に調整を加えて得たものである。

2． 三世代同居とは、「夫婦と子どもと両親から成る世帯」「夫婦と子どもと片親から成る世帯」を合計したもの
である。

3． 高齢者単身世帯の1960年は世帯主の年齢が70歳以上、1965年以降は世帯主の年齢が65歳以上の単身世
帯である。
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 図表1-2-5 平均初婚年齢と合計特殊出生率の推移（本文P18）

○平均初婚年齢が上昇する一方で合計特殊出生率は低下。
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資料： 厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
（注） 1． 平均初婚年齢とは、1947～1967年は結婚式をあげた時の年齢、1968年以降は結婚式をあげたときまた

は同居を始めた時のうち早いほうの年齢である。
2．2010年は概数値である。

 図表1-2-6 生涯未婚率の推移（本文P19）

○生涯未婚率は男女とも上昇傾向にあり、今後もさらに上昇。
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資料： 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」（2010年版）、「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2008
年3月推計）」

（注）  生涯未婚率とは、50歳時点で一度も結婚をしたことのない人の割合であり、2005年までは「人口統計資料集
（2010年版）」、2010年以降は「日本の世帯数の将来推計」より、45～49歳の未婚率と50～54歳の未婚率
の平均である。
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 図表1-3-1 人口構造の変化（本文P23）

○多産多死社会から少産少子社会へ。総人口は増加傾向から減少傾向に。
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資料： 1960年、2005年は総務省統計局「国勢調査」、2055年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
人口（平成18年12月推計）中位推計」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成

 図表1-3-2 総人口の推移（本文P24）

○1990年代から高齢化の進行速度が上昇。生産年齢人口は減少に転じ、高齢者は増加。
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資料：  2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人
口（平成18年12月推計）中位推計」

（注） 2005年は総務省統計局「国勢調査」の年齢不詳人口を各歳別に按分して含めた。
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 図表1-3-3 平均寿命の推移（本文P25）

○1947年当時と比べると平均寿命は男女とも約30年長くなり、世界最高水準となった。
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資料： （日本）厚生労働省大臣官房統計情報部「完全生命表」「簡易生命表」
（諸外国）UN「Demographic Yearbook 2007」および当該政府公表資料

 図表1-3-4 死因で見た死亡率の推移（本文P26）

○医療の進歩により、結核等の感染症による死亡が減少。がん等の生活習慣病が増加。
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資料： 厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
（注） 2010年は概数値である
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 図表1-4-1 統計でみた平均的なライフサイクル（本文P29）

○子どもの数は減少したが、平均寿命の上昇より夫引退からの期間も長くなった。
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亡
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妻
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亡
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寡婦期間
（7.6年）
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末
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孫
誕
生
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夫
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27.3 29.1 34.1 40.1 52.1 56.4 58.2 60.0 72.4

24.5 31.3 37.3 49.3 53.6 55.426.3

資料： 1920年、1980年は厚生省「昭和59年厚生白書」、1961年、2009年は厚生労働省大臣官房統計情報部「人
口動態統計」等より厚生労働省政策統括官付政策評価官室において作成。

（注） 1． 夫妻の死亡年齢は、各々の平均初婚年齢に結婚時の平均余命を加えて算出している。そのため、本モデル
の寡婦期間は、実際に夫と死別した妻のそれとは異なることに注意する必要がある。

2． 価値観の多様化により、人生の選択肢も多くなってきており、統計でみた平均的なライフスタイルに合致
しない場合が多くなっていることに留意する必要がある。

 図表1-4-3 悩みや不安の内容（本文P31）

○ 以前は自分や家族の健康についての悩みが多かったが、最近は「老後の生活設計」「自分の健康」「今後の収入や
資産」についての悩みが多い。

自分の健康について
家族の健康について
自分の生活（進学、就職、結婚など）上の
問題について
家族の生活（進学、就職、結婚など）上の
問題について
現在の収入や資産について（注1）
今後の収入や資産の見通しについて（注2）
近隣・地域との関係について（注3）
事業や家業の経営上の問題について（注4）
勤務先での仕事や人間関係について
家族・親族間の人間関係について（注5）
老後の生活設計について

0

10
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30

40

50

60

1981 1985 1990 1995 2000 2005 2010

（％）

（年）
資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」
（注） 1．1991年以前は「日常の生活費について」

2．1991年以前は「今後の生活費の見通しについて」
3．1991年は「隣近所との人間関係について」
4．1991年以前は「家業や事業の経営（農林漁業を含む）について」
5．1991年以前は「家族との人間関係について」
6． 1981～1991年の調査と1992～2010年の調査においては設問が異なっており、時系列比較においては
留意する必要がある。

－10－



 －11－



 

 

－12－



 

 

－13－



 

 

－14－



 

 

－15－



 

 

－16－



 

 

－17－



 

 

－18－



 

 

－19－



 

  図表3-1-1 社会保障給付費の推移（本文P88）

1970年度 1980年度 1990年度 2000年度 2011年度
（予算ベース）

国民所得額（兆円）A 61.0 203.9 346.9 371.8 351.1

給付費総額（兆円）B 3.5 24.8 47.2 78.1 107.8
（100.0％）（100.0％）（100.0％）（100.0％）（100.0％）

（内訳）年金 0.9 10.5 24.0 41.2 53.6
（24.3％） （42.2％） （50.9％） （52.7％） （49.7％）

医療 2.1 10.7 18.4 26.0 33.6
（58.9％） （43.3％） （38.9％） （33.3％） （31.2％）

福祉その他 0.6 3.6 4.8 10.9 20.6
（16.8％） （14.5％） （10.2％） （14.0％） （19.1％）

B／A 5.77％ 12.15％ 13.61％ 21.01％ 30.70％
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110

年金

（兆円） （万円）

47.2

0.1 0.7

94.1

107.8

78.1

2008
（平成 20）

1990
（平成 2）

1980
（昭和 55）

1970
（昭和 45）

1960
（昭和 35）

1950
（昭和 25）

2000
（平成 12）

2011
（予算
ベース）

年金
医療
福祉その他
一人当たり社会保障給付費

福祉その他

医療

24.8

3.5

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

資料： 国立社会保障・人口問題研究所「平成20年度社会保障給付費」、2011年度（予算ベース）は厚生労働省推計、
2011年度の国民所得額は平成23年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成23年1月24日閣議決
定）

（注）  図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2008並びに2011年度（予算ベース）の社会保障
給付費（兆円）である。

 図表3-1-5 高齢者世帯の所得の経年変化（本文P91）

○ 高齢者世帯の所得は、年金制度の充実に伴い、「公的年金・恩給」の占める割合が増加する一方、全世帯平均と
比較して改善している。

稼働所得 公的年金・恩給 財産所得

年金以外の社会保障給付金

その他の所得

17.7

36.0 

42.7 

70.6

54.8 

34.1 

6

6.5 

10.4 

1.1

1.4 

2.7 

4.7

1.3 

10.1 

0 20 40 60 80 100

2008

1993

1978

（％）

（年）

45.7

全世帯の
平均所得を100
にした場合

48.7

54.2

資料： 厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成
（注） 1．「稼働所得」とは、雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所得をいう。

2．1978年、1993年は、「その他の所得」に「個人年金」が含まれている。
3．2008年は、「家賃・地代の所得」と「利子・配当金」を「財産所得」として一括している。
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 図表3-2-2 医療提供体制の各国比較（本文P96）

○ 我が国は、他国と比べて平均在院日数が長い。人口当たり病床数が多く、結果として、病床当たりの医療従事者
数が少なくなっている。

国名 平均在院
日数

人口千人当たり
病床数

病床百床当たり
医師数

人口千人当たり
医師数

病床百床当たり
看護職員数

人口千人当たり
看護職員数

日本 33.2 13.8 15.7 2.2 69.4 9.5

ドイツ 9.9 8.2 43.3 3.6 130.0 10.7

フランス 12.9 6.9 48.5 3.3 115.2 7.9

英国 8.1 3.4 76.5 2.6 279.6 9.5
（予測値）

アメリカ 6.3 3.1
（予測値） 77.9 2.4 344.2 10.8

資料：「OECD Health Data　2010」
（注） 1． 医師数は臨床医師数（ただし、フランスにおいては研究機関等に勤務し実際に臨床にあたらない医師も含

む）
2． 看護職員数は臨床看護師数（ただし、フランスとアメリカにおいては研究機関等に勤務し実際に臨床にあ
たらない看護職員も含む）　　 

3． 平均在院日数の算定の対象病床はOECDの統計上、以下の通り各国で定義が異なっている。
日本：全病院の病床　ドイツ：急性期病床、精神病床、予防治療施設及びリハビリ施設の病床（ナーシン
グホームの病床を除く）　フランス：急性期病床、長期病床、精神病床、その他の病床　英国：英国国営
医療サービス事業に登録されている全病床（長期病床を除く）　アメリカ：アメリカ病院協会に登録され
ている全病院の病床

4． 日本における病床種別ごとの平均在院日数は、一般病床18.5日、療養病床179.5日、精神病床307.4日　
（資料）：厚生労働省大臣官房統計情報部「平成21年病院報告」

 図表3-2-4 介護施設数、介護職員等の推移（本文P98）

○特に、1990年代以降、在宅サービスを中心に事業所数、介護職員数が大幅増加。

特別養護老人ホーム

ホームヘルパー

デイサービス

ショートステイ
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（人）（施設数）

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
数

社
会
福
祉
施
設
等
数

資料： 厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」、「介護サービス施設・事業所調査」、「社会福祉施設
等調査」

（注） 1． 平成21年は調査方法の変更等による回収率変動の影響を受けているため、数量を示す施設数の実数は平成
20年以前との年次比較に適さない。

2． ホームヘルパーについて、1999年までは「社会福祉行政業務報告」、2000年以降は「介護サービス施設・
事業所調査」による。

3． 特別養護老人ホームについては「社会福祉行政業務報告」による。
4． デイサービスセンターについては「介護サービス施設・事業所調査」において「通所介護」として把握し
た数値。

5． ショートステイについては、1999年以前は「社会福祉施設等調査」において「老人短期入居施設」として
把握した数値であり、2000年以降は「介護サービス施設・事業所調査」において「短期入所生活介護」と
して把握した数値。
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 図表3-3-1 国民健康保険の加入者の職業別構成割合（本文P99）

○ 国民健康保険の加入者は、農林水産業者と自営業者が過半を占めていたが、現在では、被用者と無職者が過半を
占めている。
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・その他

・無職

・不明9.8 

36.7 

5.3 

32.4 

13.1 

2.7 

2009
資料：厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査報告」
（注）  2007年から2008年にかけての加入者の構成割合の変化は、2008年から後期高齢者医療制度が施行されたこ

とに伴い、国民健康保険の加入者が75歳以下となったことが影響している。

 図表3-3-3 年齢階級別に見た死亡者数の推移（本文P101）

○ 0～14歳、15～64歳の死亡が多かったが、現在では、65～79歳、80歳以上の死亡がほとんど。高齢化に伴
い、人口当たり死亡率は上昇傾向。
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８０歳～

６５～７９歳

１５～６４歳
０～１４歳

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

1947 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010（年）

死
亡
率

死
亡
数

（万人） （人口千対）

資料： 厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
（注） 2010年は概数値である。
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  図表3-4-4 国民健康保険、国民年金の収納率の推移（本文P105）

国民年金

国民健康保険
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95

100

1961 1964 1967 1970 1973 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009

（％）

（年度）
資料： 厚生労働省保険局「国民健康保険事業年報」、旧社会保険庁「事業年報」
（注）【国民健康保険】

1．収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第2位未満四捨五入）
2． 2000年度以降の調定額等は、介護納付金を含んでいる。また、2008年度以降は75歳以上の者等が含ま
れていないため、2007年度以前との比較には留意が必要。

【国民年金】
1．納付率とは、納付対象月数に対する納付月数の割合である。
2． 2001年度以前は検認率（「検認実施月数累計」に「現金前納月数累計」を加えた月数を、「検認対象月数累
計」で除したもの）である。

 図表3-4-1 年金保険料の変遷（本文P103）

○年金制度の保険料率（額）は順次引き上げられてきている。

厚生年金保険料率
16.058%

15,100円

国民年金保険料月額
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（千円） （％）

（年）2010
資料：旧社会保険庁「事業年報」厚生労働省年金局作成資料
（注） 1． 厚生年金の保険料率は、2003年4月より総報酬制が導入され、毎月の給与のほか、賞与に対し同率の保険

料率が適用されている。
2． 厚生年金の保険料率は第1種被保険者（男子）、1961～69年度の国民年金の保険料月額は20～34歳の額
である。

3． 厚生年金保険料率及び国民年金保険料月額は、当該年度中に引上げられた場合は引上げ後の率及び額であ
る。
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 図表4-1-6 社会保障制度の認知度と利用経験（本文P113）

前から知っていた はっきりとは知らなかった

利用したことがある

利用したことがない

知らなかった

無回答

無回答

85.485.4

74.774.7

36.436.4

87.687.6

65.865.8

6.06.0
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25.325.3

63.263.2
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93.893.8

0.50.5

0.40.4

1.41.4

0.40.4

0.20.2
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医療保険制度の利用の有無

年金受給の有無

要介護認定の有無

母子健康手帳の交付の有無

失業手当支給の有無

生活保護受給の有無

＜各制度の利用経験（n＝1342）＞

（％）

93.793.7

61.861.8

59.459.4

70.270.2

85.685.6

48.648.6

4.24.2

26.726.7

26.026.0

14.714.7

10.310.3

34.134.1

1.91.9

11.511.5

14.514.5

13.813.8

3.83.8

17.017.0

0.20.2

0.10.1

1.31.3

0.30.3

0.40.4

0 20 40 60 80 100

医療保険制度利用における
健康保険証提示

年金受給における請求書提出

要介護認定における申請

妊娠した際における
妊娠届出書提出

失業給付における手続き

生活保護における手続き

＜各制度の認知度（n＝1342）＞

（％）

資料： 厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「社会保障に関するアンケート調査」（2010年度）

 図表4-1-9 一生涯における給付と負担のバランスに関する各世代の意識（本文P117）
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資料： 厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「社会保障に関するアンケート調査」（2010年度）

 図表4-1-15 今後の社会保障の給付内容について思うこと（本文P123）

現状は維持できる 現状はなんとか維持できる 現状は維持できない わからない 無回答
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資料： 厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「社会保障に関するアンケート調査」（2010年度）
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 図表 政府に対する要望（本文P129）
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（N=6,357人、M.T.=725.1）
2009年6月調査
（N=6,252人、M.T.=758.6）

（％）
資料： 内閣府「国民生活に関する世論調査」
（注） 1．選択肢28のうち、2010年6月調査での上位10項目を抜粋。

2． 2009年6月調査ではそれぞれ「医療・年金等の社会保障構造改革」「雇用・労働問題」「自然環境の保護」
「教育改革・青少年対策」となっている。
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